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では、「政党助成金の増額」にだけ

焦点があたっていましたが、真意

は別のところにあります。

政治献金については、企業・団

体献金ではなく、政党への個人献

金が中心となる形が理想です。し

かし、日本には個人が献金をする

という習慣が根付いていません。

そうすると、やはり税金（政党助

成金）の投入が必要となるのでは

ないでしょうか。しかし、現在の

ように政治とカネの関係が不透明

ではいけません。政党助成金の増

額の前提となるのは、透明性の担

保です。どの議員にどれくらいの

金額がわたって、何に使われたの

か、アカウンタビリティ（説明責

任）をきちんと果たさなければな

らないのです。また、助成金の増

額より前に、衆参両院の機能や国

会議員の数の見直しなどを行う必

要もあります。

これらの問題に限らず、これま

での日本の政治では、様々なこと

が“黒い箱”の中で行われてきま

した。これからは全てが“透明な

箱”の中で行われるようにしてい

かなければなりません。参議院選

挙は、そうした意思表示をする機

会です。全ての国民が、権利を行

使してほしいと思います。

日本の政治は現在、大掃除の最

中です。社会保障制度や公務員制

度、安全保障など、過去の内閣が

先送りにしてきたゴミやホコリと

も言うべき様々な「戦後レジーム」

に対して、安倍総理は高い志をもっ

て改革に臨んでおられます。その

功罪は歴史が判断するでしょうが、

変えようとすればするほど強く抵

抗する傾向のある“官の慣性の法

則”から言えば、改革の方向性は

間違っていないと言えるでしょう。

「戦後レジーム」の改革に際して

は、その時代その時点において必

要なものを行い、着実に道筋をつ

けていくことが肝心です。先の公

務員制度改革法案では天下りが明

確に規制されましたが、それは天

下りが談合など、行政を歪める最

も大きな原因のひとつであるため

です。もちろん、民間とのイコー

ルフッティングや公務員の身分保

障、労働三権の付与といった、付

随する問題も検討・解決しなけれ

ばなりません。ですが、全てがワ

ンセットでなければ何もできない

というのでは、100年かかっても改

革を完遂するのは難しいでしょう。

今後は、各党が十分な時間をか

けてマニフェストを策定し、どん

な問題をどう解決するかを明らか

にしていくことが望ましい。そし

て政府は、『内閣白書』（仮）を毎

年発行し、マニフェストの進捗状

況の自己評価を公表すべきです。

そうして、「政治のPDCAサイクル」

を構築していく必要があるのです。
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